
被災届出書兼罹災証明書交付申請書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　年　　月　　日
　(あて先)さいたま市長
　　　　　　　　  （申請者※１）郵便番号・住所：〒
　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名（カナ）：　　　　　　　　　　　（　　　　　　　　　　　　　）
生年月日　：　　　　    年　　　　月　　　　日
電話番号※2：
メールアドレス：

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  
　　　　　　　　 　　（代理人）　 氏名（カナ）：　　　　　　　　　　  （　　　　　　　　      　　）
                         　　　　　電話番号※2：
　　　　　　　 　　　　　　　　申請者との関係：同一世帯の親族・その他※3（　　     　　　　　　　）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
以下のとおり申請します。
	罹災年月日
	　　　　　年　　　月　　　日

	罹災場所
	 さいたま市　　　　　　区

	罹災原因
	 地震、水害（床上、床下）、風害、その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	罹災住家等形態
	・住家（戸建住宅、共同住宅、寮、店舗兼用住宅の住宅部分　など）
・非住家（工場、事務所、店舗、店舗兼用住宅の店舗部分　など）
・その他（車両、重機、家財、田・畑　など）

	申請者と罹災物件との関係
	 １．居住者であり、所有者（同居家族の所有・共有を含む。）

 ２．居住者（借家人等）　　３．居住を伴わない所有者（１と条件は同じ）
 ４．管理者　　　　　　　　５．使用者

	被害の状況
※詳細に記入ください。
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	建物の構造
	木造・プレハブ、非木造、その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	被害状況確認の可否
	確認可、確認不可※（既に家屋修理や清掃等により被害の状況が確認できない）
※「確認不可」で被害状況が分かる書類（写真等）が無い場合、被災届受理証を交付します。

	申請枚数
	罹災証明書　　　　　枚　／被災届出受理証　　　　　枚

	使用目的
	見舞金の申請、税減免の申請、保険料減免の申請、保険会社への申請

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	本人確認書類
	マイナンバーカード、運転免許証、健康保険証、その他（　　　　　　　　　　）

	被害状況が分かる書類（写真等）
	添付有、添付無


	個人情報を外部機関へ提供することに同意いただける場合

	□被災者支援を行う上で必要な範囲内で、氏名、住所、電話番号のほか、家屋の被害認定調査の調査結果を外部機関（税務署、社会福祉協議会）に提供することについて同意します。

	

	自己判定方式（写真による判定）により交付を希望する場合

	□「準半壊に至らない(一部損壊）」の被害の程度に同意し、自己判定方式による罹災証明書交付を申請します。
・自己判定方式の場合、実地調査を省略し、持参いただいた写真で被害判定を行います。なお、住家の床下浸水（内水被害）又は非住家の被害の場合、原則、自己判定方式により罹災証明書を交付します。
※住家の床上浸水の場合、調査結果は「準半壊に至らない（一部損壊）／浸水深30cm未満」になります。

※非住家の被害の場合、調査結果は、被害の程度に関わらず、損壊の有無のみを証明します。

	


	※

	 現地調査の実施
	 　済　・　未
	
	 受付番号
	
	


	　

　
	 現地調査日程
	 　　　年　　月　　日（　　）　　時　　分頃
	

	
	
	
	
	

	
	 その他（本市の対応状況等）
	


本人若しくは同一世帯の親族以外の方が申請する場合は、以下の委任状に記入してください。

委任状








　　　年　　　月　　　日　

　(あて先)さいたま市長
　　（申請者／委任者）
住　  所　 　　：

　　　　　　　　　　　　　　　　氏    名※１　　　 ：　　　　　　　　　　　　　　　
生年月日   　　：　　　　年　　　月　　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　※１　本人(代表者)が手書きしない場合は、記名押印が必要です。
　私は、以下の者を代理人と定め、以下の権限について委任します。

委任事項
・罹災証明書・被災届出受理証の申請・受領に関する権限
　　　　　　　　　　　　　　　（代理人／受任者）
郵便番号・住 所：〒
氏    名　　　 ：　　　　　　　　　　　　　　　
生年月日　　　 ：　　　　 年　　　　月　　　　日
電話番号※２　　　 ：
　　　　　　　　　　　　　　　　メールアドレス：
　　　　　　　　　　　　　　　　※２　連絡先は、携帯電話等、日中連絡がとれる電話番号を記入してください。
◎委任状の偽造又は偽造した委任状の行使をしたときは、刑法１５９条、１６１条により罰せられます。
様式第１号





※１　居住者による申請の場合、申請者は世帯主としてください。　


※２　連絡先は、携帯電話等、日中連絡がとれる電話番号を記入してください。


※３　その他の場合、委任状を提出してください。








 担当課処理欄















